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工事成果品等作成マニュアル（令和５年３月３１日） 新旧対照表

新 旧 ページ

3) 再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書

共通編1-1-1-48社内検査

請負者は，共通仕様書の段階確認一覧表及び特記仕様書に明示さ

れた工事の施工段階で監督員の臨場を受け，段階確認の結果を整

理しなければならない。ただし，やむを得ず監督員等が臨場でき

ない場合は，監督員はその旨を請負者に通知し，必要な工事写真

等の記録を整理し，請負者に提出させ，内容を検討・把握して段

階確認にかえることができる。

また，単費事業対象工事については，「工事書類簡素化マニュア

ル」を参考に作成すること。

・設計数量と搬入数量を対比できる一覧表を提出すること。

・伝票の提出は不要であるが，資材ごとの搬入時期及び数量の内

訳が確認できる「搬入簿」等を添付すること。（単独事業対象工事

については，添付を不要とする。）

3) 再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書（成果品取り

まとめ時に「15.産業廃棄物処理集計表」に移動する）

共通編1-1-1-47社内検査

請負者は，共通仕様書の段階確認一覧表及び特記仕様書に明示さ

れた工事の施工段階で監督員の臨場を受け，段階確認の結果を整

理しなければならない。ただし，やむを得ず監督員等が臨場でき

ない場合は，監督員はその旨を請負者に通知し，必要な工事写真

等の記録を整理し，請負者に提出させ，内容を検討・把握して段

階確認にかえることもできる。

・設計数量と搬入数量を対比できる一覧表を添付すること。

・伝票の提出は不要であるが，資材ごとの搬入時期及び数量の内

訳が確認できる「搬入簿」等を添付すること。
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・特記仕様書「１ 総則－⑷工事施工前・施工時に際して－(コ)施

工管理総括表（様式－29）」において，“施工管理（出来形管理，

品質管理）の結果を，しゅん功時に提出すること”と規定してい

ることから，様式－29を添付すること。ただし，単独事業対象工

事については添付不要とする。

旧

・特記仕様書「１ 総則－⑷工事施工前・施工時に際して－(コ)

施工管理総括表（様式－29）」において，“施工管理（出来形管

理，品質管理）の結果を，しゅん功時に提出すること”と規定し

ていることから，添付すること。ただし，単独事業対象工事につ

いては添付不要とする。

ページ
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様式-29

○○工事取りまとめ結果表
でき形部分検査・工事完成検査

（施工年度）

（施工者） 請負業者

（現場代理人） 氏　　名

（主任技術者
　又は監理技術者）氏　　名

様－29

（施工管理総括表の表紙記入例） 総括監督員 主任監督員 監督員

○○工事でき形測定総括表
　　　　出来形管理

（施工年度）

（路線名・河川名）

（工事名）

（施工管理の種別）

（施工者） 請負業者

（現場代理人） 氏　　名 印

（主任技術者
　又は管理技術者）氏　　名 印

（測定者） 氏　　名 印

「出来形管理」と記載



3

新 旧 ページ

・特記仕様書「１ 総則－⑷工事施工前・施工時に際して－（コ）

施工管理総括表（様式－29）」では，“施工管理（出来形管理，品

質管理）の結果を，しゅん功時に提出すること”と規定している

ことから，様式－29 を添付すること。ただし，単独事業対象工事

については添付不要とする。

・特記仕様書「１ 総則－⑷工事施工前・施工時に際して－（コ）

施工管理総括表（様式－29）」では，“施工管理（出来形管理，品

質管理）の結果を，しゅん功時に提出すること”と規定している

ことから，添付すること。ただし，単独事業対象工事については

添付不要とする。

様－29

（施工管理総括表の表紙記入例） 総括監督員 主任監督員 監督員

○○工事でき形測定総括表
　　　　品質管理

（施工年度）

（路線名・河川名）

（工事名）

（施工管理の種別）

（施工者） 請負業者

（現場代理人） 氏　　名 印

（主任技術者
　又は管理技術者）氏　　名 印

（測定者） 氏　　名 印
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様式-29

○○工事取りまとめ結果表
でき形部分検査・工事完成検査

（施工年度）

（施工者） 請負業者

（現場代理人） 氏　　名

（主任技術者
　又は監理技術者）氏　　名
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・成果品として提出する資料については，総括表のみとする。

・工事中の安全確保のために実施した内容を記録した資料を安全

関連資料総括表に添付し，報告すること。監督員は報告内容を確

認し，安全関連資料総括表に署名，押印する。

※２）作業前打合せ(Tool-Box-Meeting)

朝礼後や必要に応じて作業の段取りや注意点を話し合う。

（１）工事標識

・起終点各１枚（複数路線，点在型工事については代表箇所の

起終点各１枚）

・施工体系図（変更があった場合は最終版のもの），建退共貼付

状況，建設業許可（元請のみ）

・工事中の安全確保のために実施した内容を記録した資料を添付

し，安全関連資料総括表にて報告すること。報告内容を確認し，

監督員が安全関連資料総括表に署名，押印する。

※２）作業前打合せ(Tool-Box-Meeting)

ツール・ボックス・ミーティング（作業前打合せ）のこと。朝礼後や必

要に応じて作業の段取りや注意点を話し合う。

（１）工事標識

・起終点各１枚（複数路線，点在型工事については代表箇所の

起終点各１枚）

・施工体系図（変更があった場合は最終版のもの），建退共貼付

状況，建設業許可（業者毎）各１枚
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（５） 施工状況，出来形写真

・設計書（工種毎，体系化順）の記載順に整理する。

例）道路土工（状況・完成・出来形）→・・・→排水構造物

工（状況・完成・出来形）→

舗装工（状況・完成・出来形）→道路付属施設工（状

況・完成・出来形）→仮設工

・複数路線，点在型（工区）の場合は工区別，路線別で施工

状況・出来形を整理

（６） 資材検収写真

・各品目ごと，規格別（例：雨水桝，市型縁石，導水縁石

別）に１枚

（７） 使用機械類写真

・機械別，規格別（型式が判別できるもの），産廃運搬車，排

気対策型・低騒音型のステッカー貼付状況が確認できるもの各

１枚

旧

（５） 施工状況，出来形写真

・設計書（工種毎，体系化順）の記載順に整理する。

例）道路土工（状況・出来形）→・・・→排水構造物工（状

況・出来形）→

舗装工（状況・出来形）→道路付属施設工（状況・出来

形）→仮設工

・複数路線，点在型（工区）の場合は工区別，路線別で施工

状況・出来形を整理

（６） 資材検収写真

・各品目ごと，規格別（例：雨水桝，市型縁石，導水縁石

別）に１枚

（７） 使用機械類写真

・機械別，規格別（型式が判別できるもの），廃棄対策型・低

騒音型のステッカー貼付状況が確認できるもの各１枚

ページ
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文言追加

《留意事項》

・撮影する際は，黒板に撮影月日を記載することとし，写真に写

し込んだ黒板の判読が困難な場合は，コメント欄に内容を記載す

ること。

・公共施設等適正管理推進事業債の対象工事となる場合は，特記仕

様書で規定されている工種に関わる写真を撮影し，電子データを

成果品の電子媒体（「16 工事写真帳」のフォルダ内）に収めて監

督員に提出すること。撮影する着工前写真と完了写真は，同一箇

所で撮影し，撮影においては同一箇所で撮影されていることが分

かるように留意すること。なお，着工前写真は，道路施設の老朽

化状況が分かるように撮影すること。

・完成写真は工事の全景が確認できるように撮影しなければなら

ないため，日中かつ積雪の無い状況で撮影することを基本とし，

日没後や積雪後とならないよう留意すること。

旧

《留意事項》

・撮影する際は，黒板に撮影月日を記載することとし，写真に写

し込んだ黒板の判読が困難な場合は，コメント欄に内容を記載

すること。

・公共施設等適正管理推進事業債の対象工事となる場合は，特記

仕様書で規定されている工種に関わる写真を撮影し，電子デー

タを成果品の電子媒体（「20 工事写真帳」のフォルダ内）に収

めて監督員に提出すること。撮影する着工前写真と完了写真

は，同一箇所で撮影し，撮影においては同一箇所で撮影されて

いることが分かるように留意すること。なお，着工前写真は，

道路施設の老朽化状況が分かるように撮影すること。

ページ
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令和５年４月１日以降に公告する工事から適用する。

ただし，それ以前の工事(ゼロ市等工事)で対応が可能な工事も

適用する。

（改定履歴）

当初 平成２１年４月１日より適用する。

改定 平成２７年４月１日より適用する。

改定 平成２８年３月１日より適用する。

改定 平成２９年３月１日より適用する。

改定 平成３０年３月１日より適用する。

改定 平成３１年３月１日より適用する。

改定 令和 ２年４月１日より適用する。

改定 令和 ３年２月２６日より適用する。

改定 令和 ５年２月２４日より適用する。

旧

令和５年２月２４日以降に公告する工事から適用する。

ただし，それ以前の工事(ゼロ市等工事)で対応が可能な工事も

適用する。

（改定履歴）

当初 平成２１年４月１日より適用する。

改定 平成２７年４月１日より適用する。

改定 平成２８年３月１日より適用する。

改定 平成２９年３月１日より適用する。

改定 平成３０年３月１日より適用する。

改定 平成３１年３月１日より適用する。

改定 令和 ２年４月１日より適用する。

改定 令和 ３年２月２６日より適用する。

ページ
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